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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第１四半期連結
累計期間

第48期
第１四半期連結

累計期間
第47期

会計期間

自2023年
 ３月１日
至2023年
 ５月31日

自2024年
 ３月１日
至2024年
 ５月31日

自2023年
 ３月１日
至2024年
 ２月29日

営業収益 （百万円） 115,080 125,505 472,655

経常利益 （百万円） 7,709 7,290 22,598

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 5,523 4,764 14,054

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 5,632 4,933 14,368

純資産額 （百万円） 152,738 159,289 157,257

総資産額 （百万円） 445,840 474,892 458,557

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 182.11 162.71 473.90

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） 182.06 162.66 473.75

自己資本比率 （％） 34.3 33.5 34.3

（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．営業収益は、「売上高」と「営業収入」を合計しております。

３．当社は、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」、従業員インセンティブプラン

「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」及び「株式給付信託(従業員持株会処分型)」を導入しており、株主資本に

おいて自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期（当期）純利益及び

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株

式に含めております。なお、「株式給付信託(従業員持株会処分型)」は2023年11月をもって終了しておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前連結会計年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の回復等によ

り景気の回復基調が続きました。一方で、中東情勢の悪化やウクライナ侵攻の長期化など地政学上のリスクの

影響や各国の金融引き締め等に伴う景気後退懸念などにより、経済の減速も懸念される状況にあります。

当社グループが主に事業展開している小売業界等においても、物価上昇に伴う消費行動の変化や、原材料

費・物流費・光熱費・人件費等のコスト上昇等の影響を受けて、先行き不透明な経営環境が継続しておりま

す。

このような環境の中で、当社グループは、2021年４月に公表した「第３次中期経営計画～ずっと大好き

や！！コーナン～これからもあなたにぴったり」の計画達成に向け各種施策に取り組んでおります。

店舗拡充の分野では、当第１四半期連結累計期間においてグループ全体で８店舗の出店を実施しました。こ

れにより、当第１四半期連結会計期間末の当社グループの店舗数は603店舗となりました。

なお、KOHNAN VIETNAM CO., LTD.の第１四半期累計期間は、2024年１月１日から2024年３月31日であるた

め、当第１四半期連結会計期間末現在の店舗数は、2024年３月31日現在の店舗数を表示しております。

 

店舗数の増減（単位：店）

 
前期末

店舗数
出店 閉店

当第１四半期

連結会計期間末

店舗数

コーナン商事株式会社 470 8 － 478

株式会社建デポ

（うち、FC店）

80
(3)

－
(－)

－
(－)

80
(3)

株式会社ホームインプルーブメントひろせ 32 － － 32

国内計

（うち、FC店）

582
(3)

8
(－)

－
(－)

590
(3)

KOHNAN VIETNAM CO., LTD. 13 － － 13

合計

（うち、FC店）

595
(3)

8
(－)

－
(－)

603
(3)

 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の営業収益は125,505百万円（前年同四半期比9.1％増）、売上総

利益は45,224百万円（前年同四半期比6.3％増）、販売費及び一般管理費は41,557百万円（前年同四半期比

8.3％増）、営業利益は7,827百万円（前年同四半期比4.5％減）、経常利益は7,290百万円（前年同四半期比

5.4％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は4,764百万円（前年同四半期比13.7％減）となりました。

 

②財政状態の状況

当第１四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末より16,335百万円増加し、474,892百万円となり

ました。売掛金が4,681百万円、商品及び製品が8,042百万円、有形固定資産が2,919百万円増加したことなど

によります。

負債総額は前連結会計年度末より14,303百万円増加し、315,603百万円となりました。買掛金が9,624百万

円、長期借入金が15,883百万円増加し、短期借入金が11,070百万円減少したことなどによります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は159,289百万円で、自己資本比率は33.5％となりました。
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(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前連結会計年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(5）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 60,000,000

計 60,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2024年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年７月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 34,682,113 34,682,113
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数は100

株であります。

計 34,682,113 34,682,113 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高（百万円）

2024年３月１日～

2024年５月31日
－ 34,682,113 － 17,658 － 17,893

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2024年２月29日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2024年５月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

　普通株式
4,125,200

－ 単元株式数100株
（相互保有株式）

　普通株式
237,900

完全議決権株式（その他） 普通株式 30,270,700 302,706 同上

単元未満株式 普通株式 48,313 － －

発行済株式総数  34,682,113 － －

総株主の議決権  － 302,706 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式1,400株（議決権の数14個）が含まれ

ております。

２．「完全議決権株式（その他）」欄には、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」及

び従業員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」の信託財産として株式会社日本カストディ

銀行（信託Ｅ口）が所有する株式949,400株（議決権の数9,494個）が含まれております。

３．「完全議決権株式（その他）」欄には、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない

株式100株が含まれております。なお、「議決権の数」欄には、当該株式に係る議決権の数１個は含まれて

おりません。

４．「単元未満株式」欄には、証券保管振替機構名義の株式が17株、当社保有の自己株式が18株、及び株主名簿

上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が65株含まれています。

 

②【自己株式等】

    2024年５月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

コーナン商事株式会社

堺市西区鳳東町４丁401番

地１
4,125,200 － 4,125,200 11.89

（相互保有株式）

株式会社ホームインプ

ルーブメントひろせ

大分県大分市古国府４丁

目７番13号
237,900 － 237,900 0.69

計 － 4,363,100 － 4,363,100 12.58

（注）１．執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」及び従業員インセンティブプラン「株式給付

信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）が保有する当社株式

949,400株は、上記自己株式等に含まれておりません。なお、当該株式数は、「①発行済株式」の「完全議決

権株式（その他）」欄に含まれております。

２．株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式165株は、上記自己株式等に含まれて

おりません。なお、当該株式数は、「①発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄及び「単元未満株

式」欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2024年３月１日から2024

年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年３月１日から2024年５月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,723 10,428

売掛金 15,798 20,480

商品及び製品 121,758 129,800

原材料及び貯蔵品 1,387 1,316

その他 8,834 10,832

貸倒引当金 △47 △53

流動資産合計 159,455 172,804

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 123,488 125,233

土地 52,135 52,135

リース資産（純額） 18,428 18,545

建設仮勘定 5,210 6,118

その他（純額） 7,523 7,673

有形固定資産合計 206,786 209,706

無形固定資産   

商標権 2,745 2,662

顧客関連資産 2,085 2,029

のれん 14,608 14,273

その他 7,419 7,365

無形固定資産合計 26,860 26,331

投資その他の資産   

投資有価証券 4,550 4,591

差入保証金 51,790 52,508

繰延税金資産 7,231 7,130

その他 2,095 2,019

貸倒引当金 △212 △198

投資その他の資産合計 65,455 66,051

固定資産合計 299,101 302,088

資産合計 458,557 474,892
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2024年２月29日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年５月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 34,530 44,155

電子記録債務 10,293 10,634

短期借入金 24,000 12,930

１年内返済予定の長期借入金 27,673 28,288

リース債務 2,477 2,491

未払法人税等 4,743 2,833

契約負債 4,060 3,839

賞与引当金 2,421 3,698

役員賞与引当金 200 －

その他 14,631 14,239

流動負債合計 125,032 123,111

固定負債   

長期借入金 108,138 124,021

リース債務 21,816 21,848

受入保証金 10,578 10,752

商品自主回収関連損失引当金 527 499

株式給付引当金 938 1,018

退職給付に係る負債 353 353

資産除去債務 18,245 18,376

その他 15,670 15,622

固定負債合計 176,267 192,492

負債合計 301,300 315,603

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,658 17,658

資本剰余金 17,922 17,922

利益剰余金 140,899 144,208

自己株式 △20,048 △21,493

株主資本合計 156,432 158,295

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 315 363

繰延ヘッジ損益 △79 △46

為替換算調整勘定 501 591

退職給付に係る調整累計額 87 85

その他の包括利益累計額合計 825 994

純資産合計 157,257 159,289

負債純資産合計 458,557 474,892
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
　至　2023年５月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年５月31日)

売上高 111,088 121,345

売上原価 68,528 76,120

売上総利益 42,559 45,224

営業収入 3,992 4,160

販売費及び一般管理費 38,357 41,557

営業利益 8,194 7,827

営業外収益   

受取利息 10 17

受取保険金 20 22

為替差益 － 28

補助金収入 145 4

受取支援金収入 － 54

その他 82 135

営業外収益合計 259 262

営業外費用   

支払利息 543 559

為替差損 1 －

その他 198 239

営業外費用合計 743 799

経常利益 7,709 7,290

特別利益   

受入保証金解約益 － 3

特別利益合計 － 3

特別損失   

固定資産除却損 3 1

特別損失合計 3 1

税金等調整前四半期純利益 7,706 7,292

法人税、住民税及び事業税 2,589 2,494

法人税等調整額 △406 32

法人税等合計 2,182 2,527

四半期純利益 5,523 4,764

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,523 4,764
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
 前第１四半期連結累計期間

(自　2023年３月１日
　至　2023年５月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2024年３月１日
　至　2024年５月31日)

四半期純利益 5,523 4,764

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △60 47

繰延ヘッジ損益 139 33

為替換算調整勘定 31 90

退職給付に係る調整額 △2 △2

その他の包括利益合計 108 168

四半期包括利益 5,632 4,933

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,632 4,933

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（追加情報）

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

１．執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」

当社は、2019年１月11日開催の取締役会決議に基づき、2019年１月25日より、執行役員に対して自社の株

式を使った執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度を導入しております。

⑴　取引の概要

本プランの導入に際し制定した「執行役員株式給付規程」に基づき、一定の要件を満たした当社の執行

役員に対し当社株式を給付する仕組みであります。

将来給付する株式を予め取得するために、当社は執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－

ＥＳＯＰ)」制度の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に金銭を信託し、当該信託

銀行はその信託された金銭を原資として当社株式を、取引市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受

ける方法により取得いたします。

⑵　信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末28百万円、

10,500株、当第１四半期連結会計期間末28百万円、10,500株であります。

⑶　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

 

２．従業員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」

当社は、2021年７月12日開催の取締役会決議に基づき、2021年７月26日より、従業員に対して自社の株式

を給付する従業員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度を導入しております。

⑴　取引の概要

本プランの導入に際し制定した「従業員株式給付規程」に基づき、一定の要件を満たした当社の従業員

に対し当社株式を給付する仕組みであります。

将来給付する株式を予め取得するために、当社は従業員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－Ｅ

ＳＯＰ)」制度の信託財産として株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）に金銭を信託し、当該信託銀

行はその信託された金銭を原資として当社株式を、取引市場を通じて又は当社の自己株式処分を引き受け

る方法により取得いたします。

⑵　信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により純資産の部に自

己株式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度末3,988百万

円、938,900株、当第１四半期連結会計期間末3,984百万円、937,900株であります。

⑶　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。

 

３．「株式給付信託(従業員持株会処分型)」

当社は、2021年７月12日開催の取締役会決議に基づき、2021年７月30日より、「株式給付信託(従業員持

株会処分型)」制度を導入しておりましたが、2023年11月をもって終了しております。

⑴　取引の概要

本制度は、「コーナン商事社員持株会」(以下、「持株会」といいます。）に加入するすべての従業員

に対して、当社株式の株価上昇メリットを還元するインセンティブプランです。本制度の受託者は、信託

の設定後５年間にわたり持株会が取得する見込みの当社株式を、株式会社日本カストディ銀行に設定され

る信託Ｅ口において予め一括して取得し、持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきます。信託

終了時までに、持株会への売却を通じて本信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場合には、か

かる金銭を残余財産として受益者適格要件を充足する持株会加入者に分配します。また当社は、受託者が

当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当該株式売却損相当額

の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとなります。

当該信託は、取得した当社株式のすべてを持株会に売却し、2023年11月に終了しております。

⑵　信託に残存する自社の株式

信託に残存する自社の株式はありません。

⑶　総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2023年３月１日
至　2023年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年３月１日
至　2024年５月31日）

減価償却費 3,364百万円 3,716百万円

のれんの償却額 289 335

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年３月１日　至　2023年５月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月25日

定時株主総会
普通株式 1,413 45 2023年２月28日 2023年５月26日 利益剰余金

(注)配当金の総額には、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」、従業員インセン

ティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」及び「株式給付信託(従業員持株会処分型)」の信託財産

として、株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金44百万円が含まれ

ております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2023年４月11日開催の取締役会決議に基づき、当第１四半期連結累計期間において、自己株式

308,200株の取得を行いました。この結果、「株式給付信託(従業員持株会処分型)」の専用信託から社員持

株会への自己株式の処分等による増減も含めて、当第１四半期連結累計期間において自己株式が1,055百万

円増加し、当第１四半期連結会計期間末において自己株式が17,276百万円となっております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

１．配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年５月30日

定時株主総会
普通株式 1,466 48 2024年２月29日 2024年５月31日 利益剰余金

(注)配当金の総額には、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」及び従業員インセ

ンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」の信託財産として、株式会社日本カストディ銀行(信

託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金45百万円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2024年４月10日開催の取締役会決議に基づき、当第１四半期連結累計期間において、自己株式

323,900株の取得を行いました。この結果、単元未満株式の買取請求による自己株式の増加及び従業員イン

センティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」を通じて従業員に対して自己株式を給付したことによる

自己株式の減少も含め、当第１四半期連結累計期間において自己株式が1,445百万円増加し、当第１四半期

連結会計期間末において自己株式が21,493百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2023年３月１日　至　2023年５月31日）

当社は、小売、建築資材等の販売及びこれに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2024年３月１日　至　2024年５月31日）

当社は、小売、建築資材等の販売及びこれらに付随する事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略

しております。

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2023年３月１日
至　2023年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年３月１日
至　2024年５月31日）

顧客との契約から生じる収益 111,088百万円 121,345百万円

その他の収益 3,992 4,160

外部顧客への売上高及び営業収入 115,080 125,505

（注）「その他の収益」は、不動産賃貸収入等であります。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2023年３月１日
至　2023年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2024年３月１日
至　2024年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益 182円11銭 162円71銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益

（百万円）
5,523 4,764

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
5,523 4,764

普通株式の期中平均株式数（株） 30,329,600 29,279,153

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 182円06銭 162円66銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（株） 9,400 9,400

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

────── ──────

（注）　当社は、執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」、従業員インセンティブプラン「株

式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」及び「株式給付信託(従業員持株会処分型)」を導入しており、株主資本において自

己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。なお、「株式

給付信託(従業員持株会処分型)」は2023年11月をもって終了しております。

　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中

平均株式数は、前第１四半期連結累計期間において執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯ

Ｐ)」10千株、従業員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」939千株、「株式給付信託(従業員

持株会処分型)」32千株、当第１四半期連結累計期間において執行役員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ

－ＥＳＯＰ)」10千株、従業員インセンティブプラン「株式給付信託(Ｊ－ＥＳＯＰ)」938千株であります。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  2024年７月８日

コーナン商事株式会社  

取締役会　御中  

 

 太陽有限責任監査法人 

 大阪事務所 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 児玉　秀康　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 有久　　衛　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコーナン商事

株式会社の2024年３月１日から2025年２月28日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年３月１日から

2024年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年３月１日から2024年５月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コーナン商事株式会社及び連結子会社の2024年５月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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